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第１号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

                                                〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　　年度　助成金交付申請書

（助成金の種類　ゆめづくり支援事業）

標記助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　事業の目的

別紙　事業計画書、事業費明細書のとおり

２　助成対象経費及び助成金交付申請額

 (1)　助成金対象経費　　　　                   　　　 　　　　円

(2) 助成金交付申請額　　　  　　　                   　　　円

【注意事項】

※応募書類の内容については、特別なノウハウや営業上の秘密に関して、あらかじめ法的保護を行なうなど、申請者の責任で対応することに同意します。

※本申請書ならびに事業計画書他の提出書類について、審査終了後、（公財）にいがた産業創造機構が保管することに同意します。

※助成対象者となった（審査に採択された）場合、申込者・事業概要等について、公表することに同意します。
※本事業の応募に係る提出書類に記載された個人情報等について、（公財）にいがた産業創造機構が以下の目的で利用することに同意します。

◇本事業における助成金交付申請者の評価・選定後の管理のため。

◇応募受付後の事務連絡、資料送付ため。

◇応募情報を統計的に集計・分析し、事業者を識別・特定できない形態に加工した統計データを作成するため。

◇（公財）にいがた産業創造機構が行なう各種施策・サービスに関する情報の提供のため。

（注１）事業の内容を理解してもらうために有用と思われる資料がありましたら添付してください。

（注２）法人で申請する場合は、過去2ヵ年決算書（個人企業の場合は所得税青色申告書）を添付してください。

（注３）審査結果の採否の理由についての問い合わせには応じられませんので、予めご了承ください。

（注４）申請書内の枠の大きさは適宜変更してもかまいません。（ページがずれても結構です。）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆめづくり支援事業計画書　　　　　　（提出日：平成　　年　　月　　日）

	企業概要
	[企業名]


	[代表者　職・氏名]

[E-mail]
	［業　種］（日本標準産業分類の小分類）


	
	[所在地・連絡先等]

	
	〒　　　　　　-　

[ＴＥＬ]　（　　　　　　　　-　　　　　　　　-　　　　　　　　　　）　　　　　[ＦＡＸ]　（　   　　　　-　　　   　　-　     　　　　）

	
	[連絡担当者]　(所属）　　　　　　　　　  　　　（氏名）
　　　　　

　　　　　　　　　（E-mail）
	[創業年月]　明治・大正・昭和・平成　　　　　　年　　　　　月

	
	[資本金]　　　　　　　　　　　　　　　　千円
	［従業員］　　　　　　　　　　　　　人
	［年間売上高］　　　　　　　　　　　　千円（ 平成　 　　　年     期　）

	
	［主な生産・販売品目］
	［主要取引先・販売先］
	依存度

	
	　
	
	　　　　　 　　　%

	
	　
	
	%

	
	　
	
	%

	調査内容
	［調査テーマ］



	
	［調査の目的］



	
	［調査内容及び手法］



	売上計画
	
	過去2年間の収益実績（千円）
	今後3年間の収益見込み（千円）
	伸率

	
	科目
	1年前（　　年　月期）
	直近（　　年　　月期）
	1年後（　　年　　月期）
	2年後（　　年　　月期）
	3年後（　　年　　月期）②
	②／①

	
	会社全体の売上高
	
	
	
	
	
	　　　　　　％

	
	
	営業利益
	
	
	
	
	
	　　　　　　％

	
	従業員数の推移
	人
	人
	人
	人
	人
	　　　　　　％

	事業スケジュール
	助成事業の実施項目
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月

	
	①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	④
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	⑤
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	[助成金交付実績及び予定]　 過去3ヵ年における公的助成金の交付実績及び本申請年度における申請予定（実績）を記載してください。
	

	年度
	助成金の名称
	事業テーマ
	実施機関（該当に○印）
	助成金額（千円）
	

	
	
	
	国・県・市・ＮＩＣＯ・その他
	
	

	
	
	
	国・県・市・ＮＩＣＯ・その他
	
	

	
	
	
	国・県・市・ＮＩＣＯ・その他
	
	

	[調査委託計画]　大学、試験機関、調査会社に調査を委託する場合は記入してください。
	

	（調査委託先）

	（調査委託の内容）

	（契約実施期間）　  平成　　年　　月　　日　から　平成　　年　　月　　日

	（対価の額と助成対象額として期待する額）　 概算額（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）　　うち助成期待額（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円）

	助成金期待額
	事業経費（円）
	うち助成対象経費（円）
	助成金交付期待額（円）

	
	円
	円
	円

	事 業 費 明 細 書

	（１）資金調達内訳

（金額単位：円）
	
	（２）助成金相当額(ＮＩＣＯ助成金)の調達方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：円）
	

	　
	資金調達内訳
	資金調達先
	
	　
	助成金相当額
	資金調達先

	自己資金
	　
	
	
	自己資金
	　
	

	借入金
	　
	
	
	借入金
	　
	

	ＮＩＣＯ助成金
	　
	※（２）に記載
	
	その他
	　
	

	その他
	　
	
	
	合　　計
	　
	（＝助成金期待額の合計）

	合　計
	　
	　（＝事業経費に合計）
	
	

	
	◎ＮＩＣＯ提携保証制度活用の有無（□をチェック）

	
	
	□　利用しない
	□　ニコットⅠ　

　（つなぎ資金）
	□　ニコットⅡ　

　（長期資金）

	（３）資金支出内訳
	
	
	
	（注）助成金は精算払いとなりますので、助成金支払い時まで

助成金相当額の一時的な負担が必要となります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：円）

	経費区分
	品目名
	単価
（Ａ）
	数　量

（Ｂ）
	事業経費

（Ａ）×（Ｂ）
	助成対象経費

（Ｃ）
	助成金交付申請額

（Ｃ）×1/2以下

	調査費
	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	研修・指導費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　小計
	　
	　
	　

	その他経費
	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	合計
	
	
	


· 調査及び関連の研究開発に係る経費が対象であり、販売プロモーション等に係る経費は対象となりません。

· 金額はすべて「消費税抜き」で記載してください。また、交付申請額は千円未満切り捨てで記載してください。
※　単価が５０万円以上のものについては見積書もしくは単価表等の写しを添付してください。
第2号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年度　助成金変更承認申請書

（助成金の種類　      　　　　　　　　　）

平成　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成金の変更承認を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　変更の理由

２　変更の内容

	経費等
	開発事業に要する全経費
	助成対象経費
	助成金申請額
	備考

	経費区分
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	

	
	
	
	
	
	
	
	


第3号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年度　助成金に係る事業の中止（廃止）承認申請書

（助成金の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

平成　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、承認を申請します。

記

１　中止（廃止）の理由

２　中止の期間（廃止の時期）

第4号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年　助成金に係る事業遅延等報告書

（助成金の種類　　　　　　　　　　　　　　　）

平成　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成事業が予定の期間内に完了しない（助成事業の遂行が困難となった）ので、下記のとおり報告します。

記

１　助成事業の進捗状況

２　同上に要した経費

３　遅延等の内容及び原因

４　遅延等に対する措置

５　助成事業の遂行及び完了の予定

第5号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年度　助成金に係る事業遂行状況報告書

　（助成金の種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

平成　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成事業の遂行状況について、下記のとおり報告します。

記

１　遂行状況（平成　年　月　日現在）

２　助成対象物件等の状況

第6号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年度　助成金に係る実績報告書

（助成金の種類　　　　　　　　　　　　　　）

平成　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成事業が完了したので、下記のとおりその実績を報告します。

記

１　助成金交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　助成事業結果　　別紙１のとおり

３　経費執行状況　　別紙２のとおり

別紙1

助　成　事　業　結　果　報　告　書
１　助成事業の経過

（1） 助成事業の担当者

　　所属　　　　　　　　氏名

（2） 助成事業の実施地

（3） 助成事業の実施期間

　　開始　　　　　年　　月　　日

　　終了　　　　　年　　月　　日

（4） 助成事業の日程

　　※事業の開始から完了までの日程を事業項目に従って記載してください。

（5） 助成事業の実績

　　※交付申請書の内容説明書と対応させて、助成事業の実績について、図面、図表又は写真等も含めて詳細に記載してください。

２　特許又は実用新案の登録の出願状況
３　助成事業の成果

　　※事業成果は詳細に記載し、成果を適用させるための具体的方法、適用上の問題点及び技術的、経済的効果等について記載してください。

４　成果の企業化の見通し

　　※成果を企業化する見込み、時期、企業化の規模、量産化したときの商品の価格。

別紙2

	助成事業経費執行状況表

	
	
	
	
	
	
	

	　
	事業に要した全経費
	助成対象経費
	助成金額
	備考
	

	
	
	
	交付決定額
	所要額
	
	

	調査費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	研修・指導費
	
	
	
	
	
	

	原材料費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	構築物、

機械装置、
工具器具費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	外注加工費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	委託費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	その他経費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	販売プロモーション費
	　
	　
	　
	　
	　
	

	 合　　計 
	　
	　
	　
	　
	　
	


※個別の支払いについては「活用の手引き」様式1の支払い状況表に記入のうえ添付してください。

[image: image1]
第7号様式

平成　　年　　月　　日

　公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年度　助成金に係る事業成果の企業化状況報告書（助成金の種類　　　　　　　）

(テーマ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
平成　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成事業の企業化状況について、下記のとおり報告します。

記

１　企業化状況報告
　　(1)当該事業の成果に基づく試作品又は製品の名称(工業所有権の譲渡又は実権の設定及び成果の他

への供与を含む)

　　(2)販売数量又は譲渡件数等

　　(3)販売又は譲渡の金額(円)

(4)上記の販売実績に海外への販売実績が含まれる場合は、以下についても記入してください。

①販売国・地域名

②販売額

　　

２　工業所有権等に関する届出

（１）種類（番号及び工業所有権等の種類）

（２）出願又は取得年月日

　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

（３）内容

（４）相手先及び条件（譲渡及び実施権設定の場合）

３　企業化に向けての課題（企業化していない場合のみ記入）

４　企業化（事業拡大）に向けての取り組み（企業化している場合も記入）

５　今回の事業による新規の雇用

　　新規の雇用増加数　（　　　　　　　）人雇用

６　現在の従業員数
　　現在の従業員数　（　　　　　　　）人

　【内訳：常時雇用　　　　　人、パート･アルバイト　　　　　　人】
第8号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創機構 理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年度　助成金に係る財産処分承認申請書

（助成金の種類　　　　　　　　　　　　　　　　）

　平成　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成事業により取得した財産を下記のとおり処分したいので、承認を申請します。

記

１　取得財産の内容
	財産名
	規格
	単位
	数量
	単価

（円）
	金額

（円）
	取得

年月日
	保管

場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　取得価格及び時価

３　処分の方法

４　処分の理由

第9号様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

　企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　

合い見積を取れない理由書

　（助成金の種類　　　　　　　　　　　　　　　　）

平成　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成事業に係る50万円以上の下記の助成対象物件については、下記の理由により合い見積を提出することが出来ません。

記

１　助成対象物件

	区分
	財産名
	数量
	単位

（円）
	金額

（円）
	備考

	
	
	
	
	
	


· 財産名の区分は、（イ）原材料、（ロ）構築物、（ハ）機械装置・工具器具、（ニ）無体財産権（工業所有権等）（ホ）その他

２　合い見積が取れない理由

第10号様式

平成　　年　　月　　日

銀　行　口　座　確　認　書

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様

助成金の交付を受けるにあたって使用する口座を下記のとおり確認します。

　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（フリガナ） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（フリガナ）　　　　　　　　 　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

	金融機関名
	　　　　　　　　　　　　　銀行

　　　　　　　　　　　　　信金　　　　　　　　　　　支店

　　　　　　　　　　　　　信組

	預金区分
	普　　通　　・　　当　　座

	口座番号
	

	（フリガナ）

口座名義人

（注）
	


　　　口座名義人は、申請者と同じものをご使用ください。

（注）助成金は振込みとなります。フリガナが金融機関届出の内容と異なっている場合、振込不能となりますので、本確認書を提出する前に金融機関への確認をお願いします。

 ※本確認書で得た個人情報につきましては、助成金の振込みにのみ利用し、その他の目的での利用はいたしません。NICOにおける個人情報の取り扱いについては、ホームページのプライバシーポリシーをご覧ください。

[image: image3.wmf]様式ー１

口座振込

小切手

手形

見積書

注文書

納品書

請求書

領収書

振込

受領書

手形・小

切手の耳

当座勘定

照合表

　

 

 

　

支　　　払　　　状　　　況　　　表

（注２）経費区分ごとに小計すること。また、合計を記載してください。

支払額の内訳

根拠書類(日付を記入してください。）e

＊根拠書類は写しをこの支払状況表に添付してください。

番号

経費区分

経費内訳

支払先名

支払金額

支払

（振出）

年月日

（注１）５０万円以上の助成対象物件の取得に係わるものは、原則として合い見積を提出してください。

備考

（注３）消費税､送料、銀行口座振込手数料（支払先が負担する場合を含む）は､助成対象経費に含めないでください。
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保　証　推　薦　申　込　書

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長様
下記のとおり借入れしたいので、信用保証付融資の推薦を申し込みます。

必要事項をご記入ください。また、箇所によっては、該当する□にチェックするか、○印で囲んでください。

	申込人
	法人名

代表者名

又は個人名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	本　社
所在地

又は住所
	〒
℡

	
	資本金
	円
	業種
	（取扱品目）

	
	従業員数
	常　　用　　　　　　　　 　   　 名

他に臨時　　　　　　　　　　  　名
	法人設立

年月日
	西暦　明　大　昭　平

年　　　月　　　日

	
	創業年月

（開業）
	西暦　明　大　昭　平

年　　　月
	代表者の

生年月日
	西暦　明　大　昭　平

年　　　月　　　日


	支援内容
	助成事業名と事業テーマ
	新潟県　ゆめづくり助成事業、イノベーション推進事業
事業テーマ：

	
	助成対象経費
	助成金交付決定額
	助成金交付決定日
	助成金支払（予定）年月

	
	円
	円
	平成　　年　　月　　日
	平成　　年　　月


	申込内容等
	利用を希望

する制度
	□ニコットⅠ（つなぎ資金）　　　　□ニコットⅡ（長期資金）

	
	申込金額
	資金使途
	期間
	融資斡旋の希望
	制度融資の希望

	
	円
	□運転　　□設備
	ヶ月
	□有　　□無
	□有　　□無

	
	借入を希望する金融機関名：　　　第一希望 　　　　　 　　銀行・信金・信組　　　　　　 　本・支店
第二希望：　　 　　 　　銀行・信金・信組　　　　　　 　本・支店

第三希望：　　 　　 　　銀行・信金・信組　　　　　　 　本・支店



財団法人にいがた産業創造機構は、個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）その他関係法令を遵守し、提供いただいた情報はプライバシーポリシーに基づき適正に利用します。なお、プライバシーポリシーは当機構ホームページをご覧ください。

個人情報の提供に関する同意書

平成　　　年　　　月　　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　御中

新潟県信用保証協会 御中
住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

貴協会の保証を利用するに当たり、貴機構が保有する私に関する氏名・住所・連絡先等、属性に関する情報、および決算・納税申告に関する情報を、保証利用状況の確認のため、貴協会に対して提供することについて同意いたします。

また、貴協会が保有する以下に掲げる私に関する個人情報が、保証利用状況の確認のため、貴機構に対して提供されることについて同意いたします。

1 氏名・住所・連絡先等、属性に関する情報

2 保証利用残高・返済状況等、保証利用状況に関する情報（過去のものを含む）

3 決算・税務申告に関する情報

4 納税に関する情報

5 制度利用資格要件について（該当・非該当の別）

6 保証料率

[image: image2.emf]   

   


融資斡旋の希望がある場合には第三希望までご記入ください。








PAGE  
２

